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規 則

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布す
る。
平成２４年３月３０日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第５４号

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則の一部を改正する規則
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行細則（平成１５年北海道規則第５８号）の一部
を次のように改正する。
第２条を削り、第３条を第２条とし、第３条の２を第３条とする。
第７条の次に次の１条を加える。
（公聴会）
第７条の２ 知事は、法第２８条第６項（法第２９条第４項において準用する場合を含む。）の
規定により公聴会を開催しようとするときは、日時、場所及び公聴会において意見を聴こ
うとする案件を告示するとともに、当該案件に関し意見を聴く必要があると認めた者（以
下この条において「公述人」という。）にその旨を通知するものとする。
２ 前項の規定による告示は、公聴会の日の３週間前までに本庁の掲示場への掲示その他道

民に広く周知できる方法により行うものとする。
３ 第１項の規定による通知を受けた公述人は、当該公聴会の日の１週間前までに、当該公
聴会において聴こうとする案件に対する意見の要旨及び理由を記載した文書を知事に提出
しなければならない。
４ 公聴会は、知事又はその指名する者が議長として主宰する。
５ 公聴会においては、議長は、まず公述人のうち聴こうとする案件に対して異議を有する
者に異議の要旨及び理由を陳述させなければならない。ただし、その者が出席していない
ときは、議長は、その者が提出した第３項の文書の朗読をもってその陳述に代えることが
できる。
６ 公述人は、発言しようとするときは、議長の許可を受けなければならない。
７ 議長は、特に必要があると認めるときは、公聴会を傍聴している者に発言を許すことが
できる。
８ 公述人及び発言を許された者の発言は、その意見を聴こうとする案件の範囲を超えては
ならない。
９ 公述人及び発言を許された者が前項の範囲を超えて発言し、又は不穏当な言動をしたと
きは、議長は、その発言を禁止し、又は退場を命ずることができる。

１０ 議長は、公聴会の秩序を維持するため必要があるときは、その秩序を妨げ、又は不穏当
な言動をした者を退去させることができる。

１１ 議長は、公聴会の終了後遅滞なく公聴会の経過に関する重要な事項を記載した調書を作
成し、これに署名押印しなければならない。
第２１条中「第２条第３項」を「第７条の２第３項」に改める。
別記第１号様式から別記第３号様式までの規定中「第３条」を「第２条」に改める。
別記第３号様式の２中「第３条の２」を「第３条」に改める。
附 則

この規則は、公布の日から施行する。

北海道立衛生学院等看護職員課程修学資金貸付条例施行規則及び北海道看護職員養成修学
資金貸付条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２４年３月３０日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第５５号

北海道立衛生学院等看護職員課程修学資金貸付条例施行規則及び北海道看護職員養成
修学資金貸付条例施行規則の一部を改正する規則

（北海道立衛生学院等看護職員課程修学資金貸付条例施行規則の一部改正）
第１条 北海道立衛生学院等看護職員課程修学資金貸付条例施行規則（昭和３７年北海道規則

発行 北 海 道
編集 総務部人事局

法 制 文 書 課
電話 ０１１－２０４－５０３５
FAX ０１１－２３２－１３８５

目 次 ページ

北 海 道 公 報 号外第��号 １平成２４年３月３０日（金曜日）



第５２号）の一部を次のように改正する。
第２条の３第４号中「第７条第１項に規定する児童福祉施設のうち重症心身障害児施
設」を「第４２条第２号に規定する医療型障害児入所施設（同法第７条第２項に規定する重
症心身障害児に対し治療が行われている施設であって知事が定めるものに限る。）」に改
め、同条第５号中「第７条第６項」を「第６条の２第３項」に改め、「指定された」の次
に「国立病院（」を、「医療機関」の次に「をいう。次号及び次条において同じ。）」を
加え、同条第６号中「第８条第２５項」を「第８条第２７項」に改め、同号を同条第７号とし、
同条第５号の次に次の１号を加える。
� 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条第６項に規定する療養介護医療
を提供する施設（重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している者に対し治療
が行われている施設又は重度の肢体不自由者に対し治療が行われている国立病院で
あって、知事が定めるものに限る。）
第２条の４第３号中「第７条第１項に規定する児童福祉施設のうち重症心身障害児施
設」を「第４２条第２号に規定する医療型障害児入所施設（同法第７条第２項に規定する重
症心身障害児に対し治療が行われている施設であって知事が定めるものに限る。）」に改
め、同条第４号中「第７条第６項」を「第６条の２第３項」に、「独立行政法人国立病院
機構の設置する医療機関」を「国立病院」に改め、同条第５号中「第８条第２５項」を「第
８条第２７項」に改め、同号を同条第６号とし、同条第４号の次に次の１号を加える。
� 障害者自立支援法第５条第６項に規定する療養介護医療を提供する施設（重度の知
的障害及び重度の肢体不自由が重複している者に対し治療が行われている施設又は重
度の肢体不自由者に対し治療が行われている国立病院であって、知事が定めるものに
限る。）

（北海道看護職員養成修学資金貸付条例施行規則の一部改正）
第２条 北海道看護職員養成修学資金貸付条例施行規則（昭和３８年北海道規則第１４３号）の
一部を次のように改正する。
第７条の２第４号中「第７条第１項に規定する児童福祉施設のうち重症心身障害児施
設」を「第４２条第２号に規定する医療型障害児入所施設（同法第７条第２項に規定する重
症心身障害児に対し治療が行われている施設であって知事が定めるものに限る。）」に改
め、同条第５号中「第７条第６項」を「第６条の２第３項」に改め、「指定された」の次
に「国立病院（」を、「医療機関」の次に「をいう。次号及び次条において同じ。）」を
加え、同条第６号中「第８条第２５項」を「第８条第２７項」に改め、同号を同条第７号とし、
同条第５号の次に次の１号を加える。
� 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条第６項に規定する療養介護医療
を提供する施設（重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している者に対し治療
が行われている施設又は重度の肢体不自由者に対し治療が行われている国立病院で

あって、知事が定めるものに限る。）
第７条の３第３号中「第７条第１項に規定する児童福祉施設のうち重症心身障害児施
設」を「第４２条第２号に規定する医療型障害児入所施設（同法第７条第２項に規定する重
症心身障害児に対し治療が行われている施設であって知事が定めるものに限る。）」に改
め、同条第４号中「第７条第６項」を「第６条の２第３項」に、「独立行政法人国立病院
機構の設置する医療機関」を「国立病院」に改め、同条第５号中「第８条第２５項」を「第
８条第２７項」に改め、同号を同条第６号とし、同条第４号の次に次の１号を加える。
� 障害者自立支援法第５条第６項に規定する療養介護医療を提供する施設（重度の知
的障害及び重度の肢体不自由が重複している者に対し治療が行われている施設又は重
度の肢体不自由者に対し治療が行われている国立病院であって、知事が定めるものに
限る。）
附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。
（北海道立衛生学院等看護職員課程修学資金貸付条例施行規則の一部改正に伴う経過措
置）
２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前に北海道立衛生学院等看護職員課程
修学資金貸付条例（昭和３６年北海道条例第８４号）に基づく修学資金の貸付の決定を受けた
者が施行日前に看護師として第１条の規定による改正前の北海道立衛生学院等看護職員課
程修学資金貸付条例施行規則第２条の３第４号若しくは第５号又は第２条の４第３号若し
くは第４号に掲げる施設に勤務した場合においては、その業務に従事した期間については、
当該施設は、それぞれ第１条の規定による改正後の北海道立衛生学院等看護職員課程修学
資金貸付条例施行規則第２条の３第４号若しくは第５号又は第２条の４第３号若しくは第
４号に掲げる施設に該当するものとみなす。
（北海道看護職員養成修学資金貸付条例施行規則の一部改正に伴う経過措置）
３ 施行日前に北海道看護職員養成修学資金貸付条例（昭和３８年北海道条例第１９号）に基づ
く修学資金の貸付の決定を受けた者が施行日前に第２条の規定による改正前の北海道看護
職員養成修学資金貸付条例施行規則第７条の２第４号若しくは第５号又は第７条の３第３
号若しくは第４号に掲げる施設において看護業務に従事した場合においては、その従事し
た期間については、当該施設は、それぞれ第２条の規定による改正後の北海道看護職員養
成修学資金貸付条例施行規則第７条の２第４号若しくは第５号又は第７条の３第３号若し
くは第４号に掲げる施設に該当するものとみなす。

障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業者等の指定等に関する規則の一部を
改正する規則をここに公布する。
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平成２４年３月３０日
北海道知事 高 橋 はるみ

北海道規則第５６号

障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業者等の指定等に関する規則の一
部を改正する規則

障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業者等の指定等に関する規則（平成１８
年北海道規則第８４号）の一部を次のように改正する。
第１条中「第３２条第１項」を「第５１条の１４第１項」に、「指定相談支援事業者」を「指定
一般相談支援事業者」に改める。
第２条中「（法第４０条において準用する場合を含む。次条において同じ。）及び法第３８条
第１項」を「、第３８条第１項及び第５１条の１９第１項」に改める。
第３条中「又は法第３８条第１項」を「、第３８条第１項又は第５１条の１９第１項」に、「若し
くは相談支援事業所又は障害者支援施設」を「、障害者支援施設又は一般相談支援事業所」
に改める。
第４条を次のように改める。
（変更等の届出）
第４条 法第４６条第１項若しくは第３項又は第５１条の２５第１項の規定による変更の届出は、
別記第２号様式の変更届出書によってしなければならない。
２ 法第４６条第１項若しくは第５１条の２５第１項の規定による事業の再開の届出又は法第４６条
第２項若しくは第５１条の２５第２項の規定による事業の廃止若しくは休止の届出は、別記第
３号様式の再開・廃止・休止届出書によってしなければならない。
第６条中「第５１条」の次に「又は第５１条の３０第１項」を加え、同条第１号中「指定相談支
援事業者」を「指定一般相談支援事業者」に、「第５０条第４項において準用する同条第１
項」を「法第５１条の２９第１項」に改め、同条第２号中「相談支援事業を」を「一般相談支援
事業を」に、「相談支援事業所」を「一般相談支援事業所」に改め、同条第５号中「相談支
援事業所」を「一般相談支援事業所」に改める。
別記第１号様式中「第３８条第１項」の次に「・第５１条の１９第１項」を加え、「、指定相談
支援事業者」を「・指定一般相談支援事業者」に、
「

指定相談支援事業所
」

を
「

指定一般相談支援事
業所（地域移行支援）

指定一般相談支援事
業所（地域定着支援）

」

に改める。
別記第２号様式中「第２項」を「第３項・第５１条の２５第１項」に、「指定相談支援」を
「指定一般相談支援」に、「知的障害者援護施設」を「障害者支援施設」に、
「
２０ 同一敷地内にある入所施設及び病院の概要

２１ 障害児又はその家族からの苦情を解決するた
めに講ずる措置の概要

」
を
「
２０ 同一敷地内にある入所施設及び病院の概要

」
に改める。
別記第３号様式中「廃 止 ・ 休 止 ・ 再 開 届 出 書」を「再 開 ・ 廃 止 ・ 休 止
届 出 書」に改め、「第４６条第１項」の次に「（第２項・第５１条の２５第１項・第２項）」を加
え、「廃止（休止・再開）をしました」を「再開（廃止・休止）をしました（します）」に、
「

廃止（休止・再開）を
す る 事 業 所

」

を

「

再開（廃止・休止）をし
た（する）事業所

」

に、「廃止・休止・再開」

を「再開・廃止・休止」に、「した理由」を「する理由」に、「指定相談支援を受けてい
た」を「指定地域相談支援を受けている」に、「した場合」を「する場合」に改め、同様式
末尾欄外備考２の事項中「廃止、休止又は」を「再開の場合は、」に改め、同様式末尾欄外
備考に次のように加える。
３ 廃止又は休止の場合は、廃止又は休止をする日の１月前までに届け出てください。
附 則

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の障害者自立支援法に基づく指定障害福
祉サービス事業者等の指定等に関する規則の規定に基づいて作成されている用紙がある場
合においては、この規則による改正後の障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス
事業者等の指定等に関する規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整をして使用す
ることを妨げない。

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２４年３月３０日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第５７号
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児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

児童福祉法施行細則（昭和３２年北海道規則第１２８号）の一部を次のように改正する。

第１６条の２から第１６条の５までを削る。

第１７条を次のように改める。

（緊急措置に係る報告）

第１７条 法第４７条第５項後段の規定により児童福祉施設の長、小規模住居型児童養育事業を

行う者又は里親が行う報告は、別記第２０号様式の３によってしなければならない。

第１７条の次に次の４条を加える。

（認可外保育施設の設置の届出）

第１７条の２ 法第５９条の２第１項の規定による同項に規定する施設（以下「認可外保育施

設」という。）の設置の届出は、別記第２０号様式の４によってしなければならない。

（認可外保育施設の変更の届出）

第１７条の３ 法第５９条の２第２項前段の規定による認可外保育施設の変更の届出は、別記第

２０号様式の５によってしなければならない。

（認可外保育施設に係る事業の廃止等の届出）

第１７条の４ 法第５９条の２第２項後段の規定による認可外保育施設に係る事業の廃止又は休

止の届出は、別記第２０号様式の６によってしなければならない。

（認可外保育施設の運営の状況の報告）

第１７条の５ 法第５９条の２の５第１項の規定による認可外保育施設の運営の状況の報告は、

毎年４月３０日までに、別記第２０号様式の７によってしなければならない。

第２６条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第８号までを１号ずつ繰

り上げ、第９号を第８号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 法第４７条第５項後段の規定による報告の受理に関すること。

別記第２０号様式の６中「（第１６条の５条関係）」を「（第１７条の５条関係）」に改め、同

様式を別記第２０号様式の７とする。

別記第２０号様式の５中「（第１６条の４条関係）」を「（第１７条の４条関係）」に改め、同

様式を別記第２０号様式の６とする。

別記第２０号様式の４中「（第１６条の３条関係）」を「（第１７条の３条関係）」に改め、同

様式を別記第２０号様式の５とする。

別記第２０号様式の３中「（第１６条の２条関係）」を「（第１７条の２条関係）」に改め、同

様式を別記第２０号様式の４とし、別記第２０号様式の２の次に次の１様式を加える。

別記第２０号様式の３（第１７条関係）

安全確保のための緊急措置の報告

年 月 日

児童相談所長 様
住所（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地）

報告者
氏名（法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名）

印

児童福祉法第４７条第５項後段の規定により次のとおり報告します。
記

児 童 等
氏 名

生年月日 年 月 日 生 （ 歳）

緊 急 措 置 が
必要となった
原因となる事象

発生日時 年 月 日 午前・午後 時 分

場 所

内 容

緊 急 措 置

措置日時 年 月 日 午前・午後 時 分

場 所

内 容

今 後 の 見 込 み

連 絡 先
住 所

電話番号

附 則

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。

訓 令

北海道訓令第６号

本 庁
出 先 機 関

北海道職員被服貸付規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２４年３月３０日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道職員被服貸付規程の一部を改正する訓令

北海道職員被服貸付規程（昭和４１年北海道訓令第１１号）の一部を次のように改正する。
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題名を次のように改める。
北海道職員被服貸与規程

第１条及び第２条を次のように改める。
（趣旨）
第１条 この訓令は、職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。第６条第２項において
「法」という。）第３条第２項に規定する一般職に属する職員（臨時的任用職員を除
く。）をいう。次条及び第９条において同じ。）が職務の遂行上常に専用の被服を着用す
る必要がある場合の被服の貸与に関し、必要な事項を定めるものとする。
（被服の貸与）
第２条 被服は、次に掲げる職務に従事する職員のうち、北海道部設置条例（昭和２７年北海
道条例第９１号）に定める部の長、出納局長及び労働委員会事務局長（以下「部長等」とい
う。）が別に定める職員（以下「被服貸与対象職員」という。）に対して貸与する。
� 職務の性質上、衣服の汚損又は摩耗が著しく、被服を必要とする職務
� 医療、防疫その他の保健衛生の観点から被服を必要とする職務
� 被服の着用により従事する職務を象徴する必要のある職務
２ 部長等は、前項の規定により被服貸与対象職員に貸与する被服について、その職種ごと
の品目、数量、服制及び貸与期間（次項において「被服貸与に係る事項」という。）を別
に定めなければならない。
３ 部長等は、前２項の規定により被服貸与対象職員又は被服貸与に係る事項を定めるに当
たっては、あらかじめ、総務部長の承認を得なければならない。これらを変更するときも、
同様とする。
４ 所属長は、第２項の規定により部長等が別に定める被服の数量及び貸与期間にかかわら
ず、被服の使用状況又は損傷の程度により、その数量を減じ、又はその貸与期間を延長す
ることができる。
第３条の見出しを「（被服の貸与時期）」に改め、同条第１項中「貸付被服」を「被服」
に、「日に貸付する」を「時期に貸与する」に改め、同項各号を次のように改める。
� 新たに被服貸与対象職員となった者に対する貸与 当該被服貸与対象職員となったと
き。

� 現に被服の貸与を受けている者に対する新たな貸与 前条第２項の規定により部長等

が別に定める貸与期間を経過した後の６月又は１０月のいずれか早い時期
第３条第２項中「日」を「時期」に、「貸付」を「貸与」に改める。
第４条を削る。
第５条中「貸付」を「貸与」に改め、同条を第４条とする。
第６条の見出しを「（被服の保管）」に改め、同条中「貸付」を「貸与」に、「善良な
る」を「善良な」に、「保存しなければならない」を「その保管を行わなければならない」
に改め、同条を第５条とする。
第７条第１項中「貸付を受けた」を「貸与を受けた」に、「受けていた貸付被服」を「貸
与されていた被服」に、「貸付される」を「貸与される」に改め、同項第２号中「職務替
え」を「職務換え」に、「第２条第１項に規定する職員」を「被服貸与対象職員」に改め、
同項第３号中「職務替え」を「職務換え」に、「被服の貸付を受けることのできる他の職種
に異動した」を「他の被服貸与対象職員となった」に改め、同条第２項中「貸付」を「貸
与」に、「職務替え」を「職務換え」に改め、同条を第６条とする。
第８条の見出し中「貸付被服」を「被服」に改め、同条中「貸付」を「貸与」に改め、同
条を第７条とし、同条の次に次の１条を加える。
（再貸与）
第８条 所属長は、前条の規定による届出を受理したときは、被服の亡失又は損傷の状況を
確認し、職務上必要と認められる場合には、第３条の規定にかかわらず、直ちに被服を再
貸与することができる。
第９条を削る。
第１０条の見出し中「耐用年数」を「貸与期間」に改め、同条中「耐用年数」を「貸与期
間」に、「貸付」を「貸与」に改め、同条を第９条とする。
第１１条中「被服貸付台帳」を「被服貸与台帳」に改め、同条を第１０条とする。
第１２条を削る。
別表を削る。
別記第１号様式中「（第８条関係）」を「（第７条関係）」に、「貸 付 被 服 亡 失
（ 損 傷 ） 届」を「貸与被服亡失（損傷 ） 届」に、「貸付を受けました」を「貸与
された」に改める。
別記第２号様式を次のように改める。

別記第２号様式（第１０条関係）

被 服 貸 与 台 帳

勤務箇所 職名 職種 氏名
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品 名
貸与

期間

貸 与

年月日

満 了

年月日

数

量

受
領
印

貸 与

年月日

満 了

年月日

数

量

受
領
印

貸 与

年月日

満 了

年月日

数

量

受
領
印

貸 与

年月日

満 了

年月日

数

量

受
領
印

貸 与

年月日

満 了

年月日

数

量

受
領
印

（ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ）

（ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ）

（ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ）

（ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ）

（ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ）

（ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ）

（ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ）

（ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ）

（ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ） （ ）（ ）

備

考

（注） １ 満了年月日欄は、上段に部長等が別に定める貸与期間が満了する年月日を、（ ）内に当該貸与期間を延長した場合の延長後の期間が満了する年月日を記入すること。
２ 数量欄は、上段に部長等が別に定める数量を、（ ）内に当該数量を減じて貸与した場合の数量を記入すること。
３ 貸与された被服を亡失（損傷）した場合は満了年月日欄に「亡失（損傷）」と、被服を再貸与した場合は貸与年月日欄に「再貸与」と記入すること。
４ 被服が返還された場合は、備考欄にその年月日及び理由を記入すること。

附 則

１ この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。
２ この訓令の施行の際現にこの訓令による改正前の北海道職員被服貸付規程の規定に基づ
いて貸付されている被服は、この訓令による改正後の北海道職員被服貸与規程の規定に基
づいて貸与されたものとみなす。
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